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研究成果の概要（和文）：本研究は、日本における選挙研究のアポリアである選挙区の形成と展開の構造を、理
論、歴史、計量、GIS の手法を複合的に用いて検討することで明らかにし、その成果を現下の選挙制度論と発展
途上国における制度構築に資することを目的として3年計画でスタートした。
まず着手したのは、1890年、1900年、1920年、1925年、1946年、1947年、1993年の7回に及ぶ選挙区改編のデー
タを作成したことである。特にこれを旧藩時代のデータから連続して分析できるようにした。そのうえで、これ
らのデータを用いた研究の可能性を追求し、歴史、地域、国家レベルの研究を進め、個別研究の可能性を切り開
いた。

研究成果の概要（英文）：This study is initiated as a three-year project with the aim of clarifying 
the structure of the formation and development of electoral districts in Japan, an aporia of 
electoral research, by examining it through a combined use of theoretical, historical, quantitative,
 and GIS methods, and to contribute the results to the current theory of electoral systems and to 
the construction of systems in developing countries.
The first step was to compile data on sevenreorganizations of electoral district in 1890, 1900, 
1920, 1925, 1946, 1947, and 1993. In particular, this was done so that the data could be analyzed 
consecutively from the han-clan period in Edo era. We then explored the possibility of using these 
data to conduct research at the historical, regional, and national levels, opening up the 
possibility of individual studies.

研究分野：政治学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
現職の議員とその支持者がいる以上、選挙区の改編はその直前の選挙区から大きく手を入れることは難しい。そ
の結果、1890年の選挙区区割りが現在に至る選挙区の経路依存に大きな影響を与えている。このため、まず、ど
のように最初の選挙区割りが行われたかについて、歴史的、理論的、地理的観点から研究を進めることができ
た。目下、その研究をさらに年を下って継続している。
くわえて、選挙区を対象として地理情報を用いた分析を行う端緒を開いたことが本研究の大きな意義としてあげ
られる。京都における地域性についての飯田論文、沖縄における実験に地理情報を活用した品田ほかの論文はこ
の分野を拓く成果になったと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
衆議院議員の選挙区はなぜ現在の区域になったのだろうか。この一見するときわめて原初的
な問いに答えられる研究者は殆どいなかった。他方、本研究に着手した 2017 年当時、現実政治
においては、頻繁な投票結果のスイングや議員定数に関する違憲判決などを受けて、衆参両院で
いわゆる「合区」も含めたかたちでの選挙区割りの抜本的な見直しが進められていた。くわえて
世界的な視野に立って見ると、空間データを用いた政治学研究、選挙研究が進捗を見せており、
地理的な分析という新たな可能性が開拓されはじめていた。 
同時に、選挙研究の歴史的なデータ、特に 1925 年の中選挙区制導入以前の選挙データはその
整備の必要が長く指摘されてきたが、その段階においても十分なデータは存在していなかった。 
こうした研究状況の帰結として、日本の選挙研究では選挙区の形成と展開が体系的に論じら
れることがなく、選挙区をめぐる本格的な研究は 1994 年の制度改革の前後関係を論じるもの以
外はほとんどない状況が続いていた。そのことは、選挙研究において、政治社会構造の連続性を
等閑視する状況を生み出していた。 
このため、本研究代表者は選挙区の区割りとそれに伴う変更が制度として民意の表出を拘束
してきたという考えに立ち、予備的な研究を進め、明治の小選挙区制度の創設、小選挙区下での
地域間対立、中選挙区制の創設について論考を発表してきた。 
そこで明らかになったのは、行政区画における中央集権志向の線引きとは異なり、選挙区は近
世的な連続性の上にある地方分権の考え方のもとに選挙区が線引きされたこと、その帰結とし
て、地域における政治が中央における政局とは別の論理で動いていたことであった。そうした地
域における対立構造が中央における政党所属に反映され、その結果、中央政治の政策対立軸と地
方政治における政治対立のねじれが生じ、政策とはかけ離れた支持構造ができあがり、戦後の後
援会型選挙へつながっていく経路が見いだされた。 
 当該研究には、政治学・選挙研究者をはじめ、さらなる展開を期待する声を多くいただいた。
しかし、政治史を専門領域とする研究代表者単独では、分析手法が歴史的制度論に立脚した分析
に止まってしまう。現代との連続性を重視した議論や国際的な研究水準に鑑みた場合の政治理
論、地理的情報（GIS）を用いた革新的な研究へと歩を進めるため、現代との連続性や国際的な
比較を可能とするべくさらなるデータの整備と理論的分析への発展的展開を視野に入れ、本研
究課題に以前から関心を寄せてくれた研究者によって多様な専門性を凝集した研究グループを
組織し、選挙区研究の深化を図ることとした。 
 
２．研究の目的 
 如上の問題意識から、本研究は、日本における選挙研究のアポリアである選挙区の形成と展開
の構造を、理論、歴史、計量、GIS の手法を複合的に用いて検討することで明らかにし、その成
果を現下の選挙制度論と発展途上国における制度構築に資することを目的とした。 
この目的を実現するため、本研究では各分野の研究者によりユニットを組んで研究を進めた。
専門を生かしてた協働により歴史・現代・地理データを用いた新しい選挙研究の分野を開拓し、
国際比較や他の研究者へも利用可能なかたちで公開し、選挙研究を軸とした歴史・政治・地理の
横断的研究を進めていく。これにより長年にわたって日本の選挙研究の課題であった通時的な
理解を形成することを可能とし、歴史的視野に立った着実な議論の基盤を社会に提供していく
ことを目指した。 
具体的に本研究が明らかにしようと取り組んだのは以下の 3 点である。第一に創設から現在
に至るまでの選挙区の歴史的・政治的過程を検証することである。基盤研究（C）で収集し仮整
理を行った歴史的データを元に、1889 年の初期設定から 1900 年の大選挙区制導入、1919 年の小
選挙区制への回帰、1925 年の中選挙区制への移行、1994 年の小選挙区比例代表並立制の採用ま
での構造的変化を通時的に検討し、利用可能な材料として提供する。これが本研究課題の基礎作
業である。 
第二に、歴史的過程を踏まえ、選挙区によって何が規定され、継承されてきたのかを明らかに
することである。準備段階の研究において、研究代表者と分担者は選挙区が従来の政治的伝統を
継承して形成されたこと、選挙区が地理的な状況を重視して形成されたことにより、居住者に一
定の傾向があることを明らかにしてきた。選挙区には経路依存性があり、選挙区が一定の「性格」
を持つという指摘である。このことは、選挙区を区切り、それを用い続けてきたことにより、全
選挙民を対象として見た場合には民意表出の不均衡が生じているのではないかという疑問を持
たせた。OR 研究で積み上げられている適正な選挙区設定の議論も参照しながら、現実政治の文
脈において検討することを企図した。 
第三に、一、二の成果を踏まえて、選挙区割りがもたらす結果を―般化して論じ、紛争地域を
はじめとした国家建設に参照されるものとしてモデル化していく。明治維新は 260 を超える地
域勢力（藩）を統合したものとしてしばしば国家建設のモデルケースとして扱われるが、それら
の研究は憲法と議会に集中しており、実際に民族と国家を結ぶ代議制のあり方を規定する選挙
区の設定については、いまだ一般的な知見が得られていない。日本の選挙区創設の過程とその後
の議会政治の連続性を明らかにすることは、こうした研究状況を変化させる大きなインパクト



を持つことが期待できる。この方途を通じて本研究を発信していくことは日本の学術研究の国
際的発信、国際的貢献においても大きな意義を持つと考えた。 
 
３．研究の方法 
選挙区を空間的政治制度と捉え、その形成と展開を明らかにする本研究は、これまでの各自が
蓄積してきた定性的・定量的・地理的選挙区データを相互利用可能なかたちに統合を進めること
をその第一段階とした。 
この成果を用いて 1889 年から 1994 年までにわたる 7 つの区割り、すなわち 6 回の区割り変
更が代議制民主主義に及ぼした影響を改正期における定性的研究と、改編前後の変化の定量的
研究から検討することが第二の方法である。 
本研究が取り纏めた定性的・定量的・GIS データを一括して公開し、国内外における選挙研究、
代議制民主主義研究に資するものとして提示し、学術的な波及効果を図るのが第三の方法であ
る。同時に本課題の成果をデータの解説の意味も込めたとして研究書を刊行することを最終的
なアウトプットとして予定した。 
本課題の参加者たちはこれまでも盛んに国内外の学会で報告を行った高い研究遂行能力と実
績を持っており、本課題においても、国内外での学会報告に重点を置く。特に制度創設と中選挙
区制期については国外学会で積極的に報告を行い、日本研究、とりわけ日本政治研究の国際的発
信への貢献に重点を置くこととした。 
研究にあたっては、歴史と現代、理論の視点を複合的に捉えるために、戦前研究ユニット（主：
歴史、副：現代＆GIS）、戦後研究ユニット（主：現代、副：歴史＋GIS）、理論研究ユニット（主：
理論、副：歴史＋現代）を平行して走らせ、順次その内容を統合して総体的な議論につなげるよ
う設計した。 
 
４．研究成果 
 以下、研究成果については、まずユニットごとにその進捗を明らかにしたうえで、プロジェク
ト全体の成果と意義を述べる。具体的な論文、書籍、報告の名称などについては各年度の報告書
を参照していただきたい。 
 
(1)戦前研究ユニット（主：清水、副：古谷） 
 戦前研究ユニットでは、まずもって区割りのデータを整備すること、これに重ねるかたちで選
挙区ごとの統計データを整備することが課題であった。このため、初年度より戦前研究ユニット
の清水（政治史）、古谷（GIS）、本研究の研究補助者である中島有希大によって ArcGIS を用いた
選挙区の地図データの作成を順次進めた。並行して、レヴァイアサン・データバンクに所収され
ている「衆議院総選挙候補者選挙区統計(1890～1990)」の補正作業を進め、ＧＩＳデータと合わ
せて用いることができるようにした。 
そのほか、区割り変更の影響を受けたとみられる注目地域において現地での資料調査を進め、
定量的データと定性的データの整備に努めた。これらのデータは、現在、研究代表者が所属研究
機関で公開しているウェブサイトにおいて公開すべく準備を進めている。 
 これらの資料整備を持って、現在までに以下の研究成果を上げることができた。まず 2018 年
前後に世界各地で行われた明治維新 150 年を記念する学術研究がすすむなかで、選挙区の区割
りが日本の代表制と専門性の相克に与えた影響を軸に据えて論じることができた。日本はもち
ろん、中国、台湾、ベトナム、トルコで行われた国際学会で、選挙区を空間的政治制度として捉
えることの魅力を中心に、多くのコメントを得ることができたうえに、そこから派生する共同研
究が始まっている。憲法学との学際的な研究もお声がけいただき、成果を生むことができた。 
 次に、選挙区制度に強い関心を持った原敬に軸を置いた研究を進め、「初の本格的政党内閣」
と呼ばれた彼の政治活動を分析する際に、選挙区制度改正と、自身の選挙における選挙区観に軸
を置いて論じた。国内外での学会報告を通じて多くのコメントをいただき、単行書として刊行す
ることができた。学術論文と同様に出典をできるだけ付しながら新書の形式で刊行したことで
多くの方に読まれ、その後、新聞記事、雑誌記事、インタビューなどのかたちで、選挙区を軸に
政治史を分析する意義を広く伝えることができた。この内容については、2021 年の東アジア日
本研究者協議会（EACJS）国際学術大会において研究代表者の個人報告として発表し、日本だけ
でなく、中国、韓国、台湾、ベトナム、アメリカの研究者から多くのコメントをいただいた。現
在、論文として刊行すべく準備を進めている。 
 最後に、この選挙区を軸に政治史を分析する意義について、論文だけでなく、通史文献やテキ
ストのなかで繰り返し触れることで、政治学研究者はもちろん、日本史など近接分野の研究者、
学部生、人文社会科学に関心を持つ一般の方に対して、選挙区を注視する視点を提供できたこと
は本研究課題の大きな成果であると考える。 
 これら大きく三点の成果をあげたことで、選挙区制度の構成、変遷、影響の体系的な理解をま
とめることができた。 
一方で課題も残る。大きな課題は、これまで地理情報システムに表示した選挙区の変遷を扱っ
て議論することには慣れてきたが、人口や所得をはじめとする他の参照可能データとの複合的
な分析がまだこのユニットでは進められていない。くわえて、俯瞰的な論文や報告、書籍などは



それなりに出すことができているが、詳細にその変遷と影響を論じるものはまだ明らかにでき
ていない。 
こうした問題意識から、基盤研究（Ｃ）「選挙区の改変と政治参加―制度改変の歴史的構造分
析」に着手した。2014 年度からの基盤研究（Ｃ）「選挙区割と地域政治の基礎的研究」で選挙区
の歴史的研究を俎上に載せ、2017 年度からの本研究課題でデジタルデータの整備をほぼ達成す
ることができた。2022 年度からの研究で、より具体的な地域、時代に特化した研究を積み重ね、
このテーマでの分析を深化させていきたいと考えている。 
 
(2)戦後研究ユニット（主：品田、飯田 副：清水、古谷） 
 戦後研究ユニットでも、区割りのデータを整備し、これに重ねる選挙区ごとの統計データを整
備することがまずもっての課題であった。 
 くわえて、本ユニットの大きな目的は、選挙区データをどのように現代日本政治の分析に生か
すことができるかであった。このため、ポピュリズム、同盟のジレンマ、選挙公約、若者の投票
率など、それぞれの研究課題においてサーベイの際に選挙区を組み込み、分析を進めていった。 
 研究 2年目となる 2018 年度には、東アジア日本研究者協議会（EACJS）国際学術大会でパネル
セッションを持ち、本ユニットに所属する分担者を発表者として、政党支持基盤、選挙公約、利
益誘導政治をテーマに研究報告を行い、日本、中国、台湾、ドイツの研究者との有益な意見交換
を行うことができた。 
 以後も選挙管理、憲法知識、政党イデオロギー、ネット調査などについてそれぞれが研究を進
めたが、なかでも近年盛んとなったネット調査において地理情報を用いる方法を確立できたこ
とは大きな意義であった。2020 年度に入りコロナ禍が広がったことで従来のような研究会は開
催できなくなり、本研究課題も 1年間の延期を余儀なくされたが、そのなかでも本ユニットでは
投票買収は COVID-19 の影響を分析するなど、前向きな研究が続けられた。またこのユニットの
研究成果も政治学のテキストなどに組み込むことができた。 
 上記の取り組みをもって、選挙区を分析枠組みに入れながら選挙研究を行う方法については、
本ユニットによって相応の開拓が進んだ。一方で、選挙区データの開発が研究代表者（戦前ユニ
ット）と同僚の GIS 研究者のあいだでスタートしたこと、コロナ禍によって、研究機関後半は研
究機関前半のように頻繁に研究会を開くことができなくなり、選挙区データの活用方法が戦後
ユニットには行き渡らなかったことは大きな課題であり、コロナの状況があったとはいえ、反省
点である。今後の充実を期したい。 
 
(3)理論研究ユニット（主：鎌原、副：清水、古谷） 
理論研究ユニットでは、選挙区制度構築のプロセスとその区割りの実態を理論的に論じるた
め、まず各国との比較を進めた。ついで、2年かけて選挙区制度構築のプロセスとその区割りの
実態を理論的に論じた。東アジア日本研究者協議会（EACJS）国際学術大会にて上記のパネルセ
ッションを行ったほか、地理情報システム学会で報告を行い、後者では報告に当たった研究補助
者の中島有希大が受賞した。論文としては Mathematical Social Science 誌に成果を発表する
ことができた。 
その後、理論研究ユニットは定数不均衡に関する実証研究を進め、各選挙区への議席割当と区
割りが一票の格差にどの程度影響を及ぼすのか、それらを定量化できるような一票の格差指標、
すなわち議員定数不均衡指標を測定・収集したデータベースを国際学術誌に発表した。 
具体的には大きく下記の二つの知見が得られた。まず、各選挙区への議席割当と区割りが一票
の格差にどの程度影響を及ぼすのか。それらを定量化できるような一票の格差指標、すなわち議
員定数不均衡（malapportionment）指標を 112 か国、440 選挙について測定・収集したデータベ
ースを国際学術誌 Electoral Studies に発表した。先行研究は、一票の格差の程度を安定的に捉
えていたが、本研究の成果によりそれは自明ではないことが明らかとなった。今後は、議席割当
や区割りを実施する際の人口基準の違い（選挙区人口、有権者人口、投票者人口等）が議員定数
不均衡指標にどの程度影響を及ぼすのかを検証した論文を投稿する予定である。 
つぎに、旧藩の境界が 1889 年、1919 年、1925 年、1947 年、1994 年の選挙区に影響を及ぼし
ているのか、福岡県を対象に検証した研究成果を地理情報システム学会の 2018 年大会で報告し
た。当初は、旧藩の境界に依存した選挙区で当選した議員がもたらす政治的な資源分配の歪み等
を検証しようと試みたものの、歪みを測定する適切な指標を提案できなかったことなどから研
究が進展しなかった。今後、長期的にではあるが本課題に継続して取り組む計画である。 
上記のとおり、本ユニットはきわめて精力的に活動し、成果を上げることができた。今後、発
展途上国など、新しく選挙区が設定される場合に提供できる区割りの知見を整理していく方向
が目指されている。 
 
(4)プロジェクト全体としての活動、研究成果 
 活動前半の 2年間は頻繁に研究会を重ね、互いの知見を交換することができた。とりわけ、ハ
ーバード大学東アジア研究所で政治地理学を研究するダニエル・コス氏を 2回にわたって招き、
相互の知見を深めた。第 3回研究会から計量政治学を専門とする宋財泫、重村壮平、研究補助者
として GIS データの作成にあたる中島有希大の 3 名の有望な若手研究者をオブザーバーとして
迎え、研究を進められたことで、選挙区を用いた研究の展開の幅が大きく広がった。 



ユニット全体としては、前述のとおり、2018 年の東アジア日本研究者協議会国際学術大会に
おいてパネル報告を行い、中国、韓国、台湾、ドイツなどの日本研究者に選挙区を軸として展開
する選挙研究を伝えることができた。 
その後は、コロナ禍の影響が大きく、メンバーのサバティカルなどもあり、とりわけＧＩＳデ
ータの活用の技術的側面について face to face で共有することが難しく、プロジェクトの実施
に困難をきたした。不可抗力であったとはいえ残念であり、運営について反省すべき点である。 
最終的に 2020 年度にコロナによる特別事情で 1年延期を申請してお認めいただき、2021 年度
に 4 年間のプロジェクトを総括すべく、ふたたび東アジア日本研究者協議会国際学術大会にお
いて、戦後研究ユニットと理論研究ユニットからによるパネル報告、戦前研究ユニットは個人研
究発表を行い、成果をまとめ、今後の展望を持つことができた。関係各位に御礼を申し上げたい。 
本課題は、研究代表者が 2014 年から基盤研究（Ｃ）「選挙区割と地域政治の基礎的研究」では
じめた選挙区の歴史的変遷とその影響という分析資格と研究手法を、戦後政治研究、現代政治研
究、政治理論研究まで広げ、その知見を相互に交換することで選挙研究のあらたな地平を開くこ
とを目的とした。 
コロナ禍をはじめとする不可抗力もあり、当初予定していた目的を完全に達成することはで
きなかったが、若手のオブザーバー参加者を中心として、予想できなかった新しい研究手法にも
選挙区の視点を大きく導入することができた。くわえて、それぞれが国内のみならず多くの国際
学会、国際学術誌にこの内容での研究を展開したことで、国際的な選挙研究のなかでも、一定の
存在を持ちながら議論を進めることができている。 
以後、研究代表者はこの内容をさらに進化させる基盤研究（Ｃ）「選挙区の改変と政治参加―
制度改変の歴史的構造分析」を進め、分担者、協力者はそれぞれの研究に選挙区の視点を生かし
て研究を進めていきたい。 
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